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規 則

　北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関する
条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
北海道規則第64号
　　　 北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関

する条例施行規則の一部を改正する規則

　北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関する
条例施行規則（平成20年北海道規則第66号）の一部を次のように改正する。
　別表第１の類型Ⅱの項中「企業立地促進法適用地域」を「旧企業立地促進法適用地域」に
改め、同表の備考２の事項中「企業立地促進法適用地域」を「旧企業立地促進法適用地域」
に、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」を
「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の一部を改
正する法律（平成29年法律第47号）による改正前の企業立地の促進等による地域における産
業集積の形成及び活性化に関する法律」に、「。以下「企業立地促進法」を「）（以下「旧
企業立地促進法」に、「とは企業立地促進法」を「とは旧企業立地促進法」に改め、同表の
備考５の事項⑴中「農村地域工業等導入促進法」を「農村地域への産業の導入の促進等に関
する法律」に、「第２条第１項」を「第２条」に改め、同表の備考６の事項中「企業立地促
進法」を「旧企業立地促進法」に改める。
　別表第２の類型Ⅱの項中「企業立地促進法適用地域特例」を「旧企業立地促進法適用地域
特例」に改め、同表の備考２の事項中「企業立地促進法適用地域特例」とは、企業立地促進
法」を「旧企業立地促進法適用地域特例」とは、旧企業立地促進法」に改める。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

告 示

北海道告示第550号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
　その関係書類は、平成29年９月26日から20日間、一般の縦覧に供する。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
西 高 倉 経営体育成基盤整備［面的集積型］（農業用用排水施設、客土、暗渠

きよ

排水、区画整理） 北海道石狩振興局
和寒東部第１ 暗渠排水、区画整理 北海道上川総合振興局
和寒東部第２ 同 同
白 川 農業用用排水施設、区画整理 北海道渡島総合振興局

北海道告示第551号
　次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和24年法律第195
号）第113条の２第３項の規定により公告する。
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　　平成29年９月22日
北海道知事　高　橋　はるみ

地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
本 別 区画整理、暗渠

きよ

排水 平成28.11.30
仙 美 里 同 同　28.12.22
同 除礫

れき

同　27.11.30
美 蔓 高 倉 農業用用排水施設 同　28.11.30
同 区画整理、暗渠排水、除礫 同　28.11.10
同 客土 同　28. 2.18
上居辺第２ 農業用道路 同　28.10.20
同 区画整理 同　28.12. 9
同 暗渠排水、除礫 同　27.12. 9
同 客土 同　26.12.19
同 農用地造成 同　25.12.19
東 宝 農業用道路 同　28. 9.27
湧 洞 区画整理、暗渠排水 同　28.12. 9
礼 文 内 暗渠排水 同　28.11.30

北海道告示第552号
　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　保安林の所在場所　 　枝幸郡枝幸町歌登本幌別4292、4298から4302まで、6209から

6213まで
２　指 定 の 目 的　　水源の涵

かん

養
３　指 定 施 業 要 件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を北海道宗谷総合振興局産業振興部林務課及
び枝幸町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第553号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　指定施業要件変更予定保安林　　虻田郡豊浦町（次の図に示す部分に限る。）
　　の所在場所
２　保安林として指定された目的　　土砂の崩壊の防備
３　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道胆振総合振
興局産業振興部林務課及び豊浦町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第554号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　指定施業要件の変更に係る保　　松前郡松前町・茅部郡森町（以上２町について次の
　　　安林の所在場所　　　　　　　図に示す部分に限る。）
　⑵　保安林として指定された目的　　土砂の流出の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
２⑴　指定施業要件の変更に係る保　　目梨郡羅臼町（次の図に示す部分に限る。）
　　　安林の所在場所
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　⑵　保安林として指定された目的　　土砂の崩壊の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
３⑴　指定施業要件の変更に係る保　　根室市（次の図に示す部分に限る。）
　　　安林の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　霧害の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　根室市（次の図に示す部分に限る。）
　　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに根室市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供す
る。）

北海道告示第555号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30条の２の規定によ
る保安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第
189条の規定により、その通知の内容を新ひだか町役場の掲示場に掲示した。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　通 知 の 内 容　　平成29年北海道告示第521号
２　所在が不分明な者　　柳澤　義則

北海道告示第556号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30条の２の規定によ

る保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第189条の
規定により、その通知の内容を松前町役場の掲示場に掲示した。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　通 知 の 内 容　　平成29年北海道告示第499号
２　所在が不分明な者　　木村　滿、中村　衣子、三上　シエ、森山　槇三

北海道告示第557号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第33条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第189条
の規定により、その通知の内容を岩見沢市役所の掲示場に掲示した。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　通 知 の 内 容　　平成29年農林水産省告示第1393号
２　所在が不分明な者　　山下　稔、山下　康博、深貝　清

北海道告示第558号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
　　平成29年９月22日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　山本の沢（Ⅱ－26－1260）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　（「次の図」は省略し、その図面を渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて縦覧に供
する。）

北海道告示第559号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
　　平成29年９月22日
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北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　釧路春採（Ⅰ－９－44－2765）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　釧路市春採５丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　釧路桜ヶ丘１丁目２（Ⅰ－９－64－2785）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　釧路市桜ヶ岡１丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　釧路桜ヶ丘１丁目１（Ⅱ－９－29－2123）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　釧路市桜ヶ岡１丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
４⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　釧路春採５丁目（Ⅲ－９－14－767）
　⑵　土砂害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　釧路市春採５丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
５⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　鵜泊川（Ⅱ－26－0450）

　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区新成（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
６⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山古櫓多⑴（Ⅱ－２－361－1144）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区太櫓（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
７⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山古櫓多⑵（Ⅱ－２－362－1145）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区太櫓（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
８⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山新成１（Ⅱ－２－358－1141）
　⑵　土砂害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区新成（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
９⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山新成２（Ⅱ－２－359－1142）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区新成（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類



平成29年９月22日（金曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第２９２０号 47

　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
10⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山新成３（Ⅱ－２－360－1143）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区新成（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
11⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　北檜山太櫓２（Ⅰ－２－572－1610）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区太櫓、共和（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
12⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　良瑠川（Ⅱ－26－0430）
　⑵　土砂害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町北檜山区新成（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
13⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　瀬棚北島歌１（Ⅰ－２－590－1628）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり

14⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　瀬棚北島歌２（Ⅰ－２－591－1629）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
15⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　瀬棚北島歌３（Ⅰ－２－592－1630）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
16⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　美谷川（Ⅰ－26－1270）
　⑵　土砂害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
17⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　郵便局の沢（Ⅰ－26－1280）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　久遠郡せたな町瀬棚区北島歌（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を関係総合振興局関係建設管理部に備え置いて縦覧に供
する。）
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総合振興局告示及び振興局告示

北海道留萌振興局告示第1003号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成29年９月22日

北海道留萌振興局長　松　浦　　　豊
１　落札者に係る物品等の名称及び数量
　　除雪トラック（10ｔ級６×６専用型）　　１台
２　落札を決定した日
　　平成29年７月27日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　ＵＤトラックス北海道株式会社
　⑵　住　所　　札幌市厚別区厚別中央２条２丁目１番１号
４　落札金額
　　37,500,000円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成29年６月16日付け北海道留萌振興局告示第1001号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道留萌振興局留萌建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所在地　　留萌市住之江町２丁目１番２号
 
北海道オホーツク総合振興局告示第1420号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成29年９月22日

北海道オホーツク総合振興局長　根布谷　禎　一
１　落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）及び数量
　 　複写機の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）の供給を含
む。）　　１台
２　落札者を決定した日
　　平成29年９月４日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　横田印刷株式会社
　⑵　住　所　　紋別市港町４丁目１－21

４　落札金額
　　基本使用料 4,300円
　　枚数区分単価　　　１枚から2000枚まで 1.53円
　　　　　　　　　　2001枚から4000枚まで 1.53円
　　　　　　　　　　4001枚以上 1.53円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成29年７月28日付け北海道オホーツク総合振興局告示第109号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道オホーツク総合振興局総務課
　⑵　所在地　　網走市北７条西３丁目

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁十勝教育局告示第46号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成29年９月22日

北海道教育庁十勝教育局長　竹　林　　　亨
１　落札に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
　⑴　Ａ重油その１ 69,000リットル
　⑵　Ａ重油その２ 35,000リットル
　⑶　Ａ重油その３ 48,000リットル
　⑷　Ａ重油その４ 54,000リットル
　⑸　Ａ重油その５ 60,000リットル
　⑹　Ａ重油その６ 19,000リットル
　⑺　Ａ重油その７ 16,000リットル
　⑻　Ａ重油その８ 25,000リットル
　⑼　Ａ重油その９ 63,000リットル
　⑽　Ａ重油その10 28,000リットル
　⑾　Ａ重油その11 26,000リットル
　⑿　Ａ重油その12 27,000リットル
　⒀　Ａ重油その13 27,000リットル
　⒁　Ａ重油その14 29,000リットル
　⒂　Ａ重油その15 44,000リットル
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　⒃　Ａ重油その16 29,000リットル
　⒄　灯油その１ 23,000リットル
　⒅　灯油その２ 30,000リットル
　⒆　灯油その３ 11,000リットル
　⒇　灯油その４ 15,000リットル
　21　灯油その５ 28,000リットル
　22　灯油その６ 9,000リットル
　23　灯油その７ 9,000リットル
　24　灯油その８ 16,000リットル
　25　灯油その９ 31,000リットル
　26　灯油その10 11,000リットル
　27　灯油その11 12,000リットル
　28　灯油その12 10,000リットル
　29　灯油その13 7,000リットル
　30　灯油その14 19,000リットル
　31　灯油その15 12,000リットル
　32　灯油その16 9,000リットル
　33　灯油その17 9,000リットル
２　落札を決定した日
　　平成29年９月12日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴から⑸まで、⒄、⒅、21、29、30及び33
　　ア　氏　名　　ＹＳヤマショウ株式会社
　　イ　住　所　　帯広市西１条南３丁目10番地２
　⑵　１の⑹、⑻、⑾、⒆及び26
　　ア　氏　名　　株式会社晃陽燃料
　　イ　住　所　　帯広市東５条南21丁目１番地９
　⑶　１の⑺
　　ア　氏　名　　宮本商産株式会社
　　イ　住　所　　帯広市西２条南５丁目１番地
　⑷　１の⑼
　　ア　氏　名　　北海道エネルギー株式会社
　　イ　住　所　　札幌市中央区北１条東３丁目３番地
　⑸　１の⑽
　　ア　氏　名　　栗林石油株式会社

　　イ　住　所　　室蘭市入江町１番地19
　⑹　１の⑿
　　ア　氏　名　　廣尾協同石油株式会社
　　イ　住　所　　広尾郡広尾町会所前２丁目築港埋立地
　⑺　１の⒀及び⒂
　　ア　氏　名　　株式会社ＪＡサービス帯広かわにし
　　イ　住　所　　帯広市川西町西２線61番地
　⑻　１の⒁、⒃及び⒇
　　ア　氏　名　　三洋興熱株式会社
　　イ　住　所　　帯広市西８条南７丁目１番地
　⑼　１の22から24まで、27及び32
　　ア　氏　名　　株式会社オカモト
　　イ　住　所　　帯広市東４条南10丁目２番地
　⑽　１の25及び31
　　ア　氏　名　　ミナミ石油株式会社　
　　イ　住　所　　札幌市篠路７条１丁目４番１号
　⑾　１の28
　　ア　氏　名　　有限会社勝見商店
　　イ　住　所　　広尾郡広尾町本通８丁目11番地
４　落札金額
　⑴　46.40円
　⑵　46.80円
　⑶　47.40円
　⑷　48.40円
　⑸　47.80円
　⑹　56.50円
　⑺　56.50円
　⑻　52.80円
　⑼　50.10円
　⑽　47.80円
　⑾　54.50円
　⑿　　 60円
　⒀　48.50円
　⒁　48.40円
　⒂　48.50円
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　⒃　48.40円
　⒄　46.50円
　⒅　46.90円
　⒆　48.30円
　⒇　48.80円
　21　48.30円
　22　　 56円
　23　　 59円
　24　　 61円
　25　58.49円
　26　48.30円
　27　57.40円
　28　　 57円
　29　50.80円
　30　50.80円
　31　55.99円
　32　　 63円
　33　50.80円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成29年７月28日付け北海道教育庁十勝教育局告示第40号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁十勝教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　帯広市東３条南３丁目

道 人 事 委 員 会 告 示

北海道人事委員会告示第９号
　平成27年北海道人事委員会告示第12号（へき地学校に準ずる学校の指定）の一部を次のよ
うに改正し、平成29年４月１日から適用する。
　　平成29年９月22日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
　檜山振興局の項中

「
厚沢部町新町 厚沢部中学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
を

「
厚沢部町新町
厚沢部町新町

厚沢部中学校
厚沢部町総合給食センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

北海道人事委員会告示第10号
　平成27年北海道人事委員会告示第13号（特別の地域に所在する学校の指定）の一部を次の
ように改正し、平成29年８月１日から適用する。
　　平成29年９月22日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
　檜山振興局の項中「江差町ほか２町学校給食センター」を「江差町・上ノ国町学校給食セ
ンター」に改める。


